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2C2 科学技術活動のバローバリゼーションの 実態 

に関する我が 国研究者及び 民間企業の認識 

0 永野 博 ( 科学技術庁 ) 

本年前半に 、 我が国の科学技術活動のバローバリゼーションの 実態を把握する 
ため、 次の 2 つの調査を実施した。 

① 民間企業の研究活動に 関する調査 ; 平成 Q 年度 j 

資本金 1 0 億円以上の研究開発活動を 実施」，ている 民間企業 ( 1.301 社 ) を 

対象とし、 郵送によるアンケート 調査を平成 3 年 6 月に実施した。 調査対象 企 

業の研究開発費総額は、 7 兆 4 、 022 億円 ( 平成 2 年度 ) となっている。 

調査対象企業のうち、 回収企業数 8b2 社 ( 回収率Ⅱ・ 5 Ⅵ、 有効回答数 831 社 
( 有効回答率 63i9 窩であ る。 

② 平成 3 年度先端科学技術研究者に 対する調査 

ライフサイェンス、 物質・材料、 情報・電子及び 海洋・地球科学の 各分野に 

おける産学官の 研究者 1 、 012 人を対象とし、 郵送によるアンケート 調査を平成 
3 年 5 月に実施した。 

調合下乗者のうち、 回答者数 531 人であ る。 その内訳は、 分野別でみると   

ライフ サメユー シ メ、 14Q, 相 、 物質・材料系                     情報・電子系 519 人、 海洋・ 

地球 科 ・ 学 技術系 日 人であ る，。 組織 別 でみそ， と 、 国立・特殊法人，研究機関 115 人 

  大学・付属研究所等 249 人、 民間企業 Ⅱ 6 人であ る。 

これらの調査結果から、 特に民間企業の 研究開発拠点の 海外展開に当たっての 
問題点と、 関連する我が 国全体の課題について 整理する。 

反間企業における 海外研究開発拠点の 蚊土持 朋 
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海外における 我が国民間企業の 海外研究開発拠点設立の 
主な理由 
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ニーズに 生産拠点、 海外にお 海外企業 技術の芽 外国の大 会社全体 その他 

対応した・ の技術力 ける優秀 の買収に の探索 学 、 企業 に刺 傲 る 

研究開発 強化 な 頭脳の より研究 等との 共 与えるた 

、 製品の 確保、 活 開発拠点、 同研究の め 

改良 用 を 保有 推進 

件 ) 複数回答による。 

これらの設置理由についてすでに 成果があ ったかどうかをきいてみる 

と、 「ニーズに対応した 研究開発、 製品の改良」について 成果があ った 

割合は 18% であ り、 ねら ぃ どおりの成果がなかなか 得られていないこと 

があ らわれている。 「生産拠点の 技術力強化」 27% 、 「技術の芽の 探索」 

10% や「海覚における 優秀な頭脳の 確保・活用」 b% もほとんど成果が 

得られて．いない ( 図 11)   0 
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現地政府知的所有経費がか 会社の全生産現場海外の 研自社から研究者の 研究開発 

の 規制や権 の扱いかりすぎ 休戦略のとの 連接 究 開発人の派通人伝定着 宰 成果の効 
制度   不足 意思疎通 材 確保 材 不足 準的産出 
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現地政府知的所有 径費 がか会社の全生産現場海外の 研 自社から 研究者の研究開発 
の 規制や権 の扱いかりすぎ 休戦略のとの 連携 究 開発人の派遣人 低 定着率成果の 効 
制度   不足 意思疎通 材 確保 材 不足 準的産出 

注 ) 複数回答による。 

資料 : 科学技術庁「民間企業の 研究活動に関する 調査 ( 平成 3 年度 ) 」   
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新妓 オ望 技術の 7K 綿に 楓 する日米比， 牡た 

科学技術庁 打 生 米国商務省 輻杢 
技 術 課 魎 ( 例 ) 

  現在 ; 動向 現在         動向 

( ライフサイエンス )     
バイオテクノロジー ( 近 佳子工学等 ) 目 一 11 " " Ⅰ。 

医 無機器と診断 装 注 ( 医用画像等 )   
( 物穴 ・材料 )   

新素材 ( 牡 造機能セラミックス 材料等 )   回 ; 。   

超電導 ( 高温セラ         / ク 起毛 4 等 )   
( 僻拙 ・ ミ子 ・生産 )   

高低能 半 4 件デバイス ( 化合物半 4 件 等 ) 回           り 回           ・ 

デジ クル画像技術 ( 商柏 粗皮テレビジョ、 / 寺 ) 

高密度テーク 保存 ( 九 % 気 配は等 ) 

オ フト エレクトロエクス ( 九 % 柏 回路 寺 ) 

人工知能 ( エキスバートシステム 寄 )     
柔軟なコンピューク 統合生産システム 回           け 些 i 。 

( コンピューク 支援生産等 ) 

センサ 低砺 ( 各接 センサ 寺 ) 一 " ' "  ヰ 圭 ヰ与 " 一 " ' . " T 

注 ) 1. 森中の国旗は・ 優位な国を示す。 ニは ．同等・ 

  2. T は． 日本の技術レベルが 米田と比校して 今後相対的に 上昇する・ + 今は． 両 

国の技術の格差は 今後維持される・ 

基礎研尭の水 甘に朋 する口米及び 臼歌どむ 絞 
日米比較 日欧化 挟 

分 野 研 究 課 題   
3 年前現在 3 午前現在 

成長・老化機構の 解明   ライフサ ィェ ンス適任 億 報の発現 鱒埜 機構の解明 米国米国西欧 米国米国西欧                             
脳の メカニズムの 解明 米国 ; 米国西欧 ; 西欧 

物質・材料 表面界面における 解明 新現象の探索     米国 ; 米国 Ⅰ ;  Ⅰ 

轄晶 物質の研究 構造制御による 新城 能 ・高槻 能 与 : 二日本 ; 日本 

理論的材料設計手法の 研究 米国 ; 米国 士 ; Ⅰ 

情報・電子 分子・・原子レベルの 能素子の創成   制御による高機 
米国 ;  二 日本 ; 日本 

超分散型並列処理の 研究 米国 ; 米国日本 ; 巨 

研究 音声，画像からの 意味情報の抽出の 米国 ; 二日本 ; Ⅰ 

海洋における 諸現象の調査・ 観測に 

海洋・地球科学 よる大京と海洋の 相互作用。 海洋大 米国         米国 西欧         二 

循環の解明   
海洋の生態系についての 理論的解明米国 ; 米国西欧 ; 二 

大気の長期的温度変化，炭酸ガス・ オゾン等の挙動解明 米国 ; 米国西欧 ; 亡 

注 ) 表 中の国名は・ 優位な国・地域を 示す。 ニは 同等。 
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主要国の科学技術活動の 国際比較 
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睦 ) l   ㏄は   各国が自らの 国力 (GNP) に 比 校してどの程度の 規校の科学 
技術活動を展開しているかを 示しているⅡ各国の 活動が国力と 同じ割 

合の規模を有している 場合の 楳単 的な形 ( 面 祇 ) を 中央上部の荘 珪 彫 

て示した。 ) 

            民間負担研究 寮 Ⅱ 989)           拝覚における 持杵什 億件 故 

(1987)           ハイテク 接品 併出額れ 98 ㈲           技術寅男袖山 頼 

(1988)           政府負担研究 甘 1989)           ノーベルプ 受 打者 牧 ( な 

世 l(@ 年間 )   B3: 海外からの計立技引用 回 敏い 9H4 一 86)           回族 共 

苦玲文 故い 98l-8 引 
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  今 後 の 課題 

1  民間企業の研究拠点の 海外展開に当たっての 問題点 

① 設立理由を満たすような 成果がほとんど 上がっていない 

( 生産拠点の技術力強化。 ニーズに対応した 研究開発、 製品の改良。 技術 

の芽の探索。 ) 

② 人材の確保 ( 急激な展開が 原因 ) 

海外でも確保が 大変 

囲い込み批判の 可能性 

③ 知的所有権 

公表に対する 考え方についての 欧米との相違が 大きい 

現地への還元 

・④ 海林と国内における 同一または類似のルールの 採用 

外部と㈲共同研究、 研究成果の取り 扱いは進んでいる 

採用、 処遇などの人事や 使用言語の統一 ( たとえば英文併記 ) について 

も 課題と     な・ってこよう 

，， )  技術と基礎研究の 版行的発展による 不均衡の拡大への 対処 

① 現在のような 状況が今後も 続くと、 我が国は世界の 中で分相応の 役割を果 

していないのではないか と し う 認識が広まりろ う 

② 民間企業が基礎研究も 推進し ぅ るということが 余り拡大して 理解されると 

危険 

      世界各国に共通する 価値観、 考え方の醸成に 積極的に参画していく 必要性 

① 基礎研究や技術の 水準についての 共同調査に基づく 共通した事実認識に 立 

脚 しだ政策の立案 

② ほ木企業の競争力の 原因についての 誤った理解の 払拭 

( 政府プロジェ   クト への外国企業の 参加の奨励は 有効 ) 
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